
平成が年之が穐建設工業新聞

用
倍
増
、
人
は
半
減

イ
ン
フ
ラ
を
良
好
な
状
態
で
維
持
し
続
け

る
に
は
財
源
と
技
術
者
の
確
保
が
不
可
欠
だ

が
、
長
期
的
に
財
源
と
技
術
者
の
不
足
が
顕

在
化
す
る
こ
と
を
示
す
調
査
結
果
が
、
国
土

審
議
会
（
国
土
箸
、
国
土
交
通
相
の
諮
問
機

関
）
の
専
門
委
員
会
か
ら
出
さ
れ
た
。
そ
れ

に
よ
る
と
、
イ
ン
フ
ラ
の
維
持
管
理
・
更
新

費
は
2
0
3
0
年
こ
ろ
か
ら
今
よ
り
倍
増
す

る
が
、
こ
れ
を
支
え
る
公
務
部
門
の
建
設
技

術
者
の
減
少
と
高
齢
化
も
進
み
、
2
0
5
0

年
に
技
術
者
数
は
現
在
よ
り
半
減
す
る
見
込

み
。
高
齢
化
と
人
口
減
少
で
財
源
も
厳
し
い

状
況
が
続
く
。
国
土
の
基
盤
を
将
来
、
ど
の

よ
う
な
体
制
で
維
持
し
て
い
く
の
か
。
そ
れ

が
国
土
政
策
の
最
重
点
課
題
に
な
る
こ
と
が

あ
ら
た
め
て
浮
き
彫
り
に
な
っ
て
い
る
。

調
査
結
果
は
、
人
口
減
少
や
少
子
高
齢
化

が
現
状
の
ペ
ー
ス
で
進
展
し
た
場
合
の
国
土

の
将
来
像
を
定
量
的
に
示
し
た
も
の
で
、
2

0
5
0
年
ま
で
の
「
屈
土
の
姿
」
を
展
望
し

た
「
長
期
ビ
ジ
ョ
ン
」
を
検
討
し
て
い
る
国

土
審
長
期
展
望
委
員
会
が
作
成
し
た
中
間
取

り
ま
と
め
に
盛
り
込
ま
れ
た
。

そ
れ
に
よ
る
と
、
総
人
口
は
0
4
年
の
1
億

2
7
8
4
万
人
を
ピ
ー
ク
に
減
り
続
け
、
2

0
5
0
年
に
は
9
5
ュ
5
万
人
に
な
る
。
高
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国
土
審
専
門
委

が
長
期
推
計

齢
化
率
（
総
人
口
に
対
す
る
6
5
歳
以
上
の
人

口
の
割
合
）
は
0
4
年
の
望
6
％
か
ら
2
0

5
0
年
に
軍
6
％
に
ま
で
高
ま
る
見
通
し
。

総
人
口
の
ピ
ー
ク
時
と
比
較
す
る
と
、
2
0

5
0
年
時
点
で
は
6
5
歳
以
上
の
人
口
が
約
1

5
0
0
万
人
も
増
え
る
が
、
生
産
年
齢
人
口

（
1
5
～
6
4
歳
）
は
約
3
5
0
0
万
人
も
減
り
、

若
年
人
口
（
0
～
14
歳
）
も
約
9
0
0
万
人

の
減
少
に
な
る
。

地
域
別
に
み
て
も
、
6
割
以
上
（
6
6
・
4

％
）
の
地
点
で
人
口
が
現
在
の
半
分
以
下
に

減
る
。
人
口
が
増
え
る
地
点
の
割
合
は
2
％

以
下
に
と
ど
ま
り
、
東
京
圏
と
名
古
屋
圏
に

集
中
す
る
。
た
だ
、
高
齢
者
が
占
め
る
割
合

は
3
大
都
市
圏
が
地
方
圏
を
上
回
る
ス
ピ
ー

ド
で
増
え
、
特
に
東
京
圏
は
増
加
率
、
増
加

数
と
も
に
突
出
す
る
。
地
方
の
過
疎
化
と
都

市
部
の
高
齢
化
が
深
刻
化
す
る
一
方
、
総
人

口
の
減
少
で
税
収
と
生
産
年
齢
人
口
が
大
き

く
減
る
こ
と
か
ら
、
イ
ン
フ
ラ
の
維
持
・
更

新
は
財
源
と
人
の
両
面
か
ら
厳
し
く
な
る
恐

れ
が
あ
る
。

耐
用
年
数
を
迎
え
た
構
造
物
を
同
一
機
能

で
更
新
す
る
と
仮
定
し
た
場
合
の
費
用
を
試

算
し
た
結
果
、
維
持
管
理
・
更
新
費
は
2
0

3
0
年
こ
ろ
に
現
在
の
約
2
倍
に
な
り
、
そ

の
ま
ま
2
0
5
0
年
ま
で
同
水
準
で
推
移
す

る
と
予
測
し
た
。
更
新
の
ピ
ー
ク
は
、
都
道

府
県
が
管
理
す
る
構
造
物
は
2
0
4
5
年
こ

ろ
、
市
町
村
が
管
理
す
る
構
造
物
は
2
0
3

5
年
こ
ろ
で
、
そ
れ
ぞ
れ
が
現
在
の
更
新
費

と
比
較
し
て
2
倍
程
度
に
な
る
と
い
う
。
⊥

人
当
た
り
の
維
持
管
苧
更
新
費
は
人
口
の

少
な
い
地
域
ほ
ど
増
加
が
顕
著
に
な
る
。

も
う
一
つ
深
刻
な
の
は
、
維
持
管
理
を
担

う
公
務
部
門
の
建
設
技
術
者
と
作
業
者
の
急

減
。
0
5
年
時
点
で
9
万
4
5
0
0
人
だ
っ
た

建
設
技
術
苧
作
業
者
数
は
、
高
齢
化
の
進

行
な
ど
で
2
0
5
0
■
年
に
は
5
万
5
8
0
0

人
と
半
分
近
く
ま
で
落
ち
こ
む
。

維
持
管
理
・
更
新
を
適
切
に
行
っ
て
い
く

に
は
、
費
用
の
確
保
と
と
も
に
、
民
間
部
門

の
活
用
な
ど
の
効
率
化
策
が
必
要
に
な
る
と

み
ら
れ
る
。

た
だ
、
こ
れ
ら
の
推
計
は
、
人
口
減
少
な

ど
が
こ
の
ま
ま
進
ん
だ
選
ロ
だ
け
を
想
定
し

た
限
ら
れ
た
シ
ナ
リ
オ
。
中
間
取
り
ま
と
め

で
は
、
今
後
は
出
生
率
の
回
復
や
ラ
イ
フ
ス

タ
イ
ル
の
変
化
な
ど
も
考
慮
し
た
複
数
の
シ

ナ
リ
オ
を
つ
く
り
、
長
期
ビ
ジ
ョ
ン
の
検
討

に
反
映
さ
せ
る
必
要
性
も
指
摘
し
て
い
る
。


